
在宅医療推進議員連盟 総会 

議事次第 

令和 4年 6月 9日(木) 9時 10分～ 

  衆議院第一議員会館 地下 1階 第 2会議室 

一、 開会・進行  今枝 宗一郎 事務局長 

二、 挨拶      田村  憲久 会長 

三、 議事  

議題①役員の改編 

議題②活動報告  

〇在宅医療政治連盟 

・報告 1：『自民党在宅医療推進議員連盟 紹介コーナー』を当連盟ホームページに新設

(資料 1) 

・報告 2：｢新型コロナウィルス｣自宅待機者/宿泊療養者の対応についての取り組み実績

(資料 2) 

・「自宅療養者/宿泊療養者の治療ガイドライン」などの公表

・「診療報酬」に於いて・在宅酸素の使用・緊急往診加算の対象などの対応

(在宅医療推進議員連盟/自民党医療系議員団コロナ本部のご支援によって実現  

しました) 

・報告 3：『在宅医療の安全確保に関する緊急調査報告書』  (資料 3)

令和 4年 1月に発生した埼玉県の“訪問医の射殺事件“を受けて「緊急アンケート」を

実施しました。 

〇全国在宅療養支援医協会 

・報告 4：『適切な意思決定支援に係る指針』の策定  (資料 4)

令和 4年度の診療報酬改定において、在宅療養支援診療所/支援病院の届出要件に

『適切な意思決定支援に係る指針』の策定が追加となり、当協会にて「モデル指針」を

発表しました。 

四、 質疑応答 

五、 閉会 
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【資料 2】 

～新型コロナ自宅療養者への取り組み提言～ 

2021 年 1月 18日 

「宿泊療養/自宅待機者へ在宅医療支援を行う際の課題と要望」について在宅医療推進議員連盟との意見

交換会を開催 

保健所機能を支援する際の課題や感染リスク低減のための工夫、診療報酬上の加算などの要望を行い 

ました。 

2021 年 2 月 3 日 

衆議院議員会館で自民党医療系議員団へ新型コロナウィルスの医療現場の課題をレクチャーしました。 

当日 18 時 

「在宅医療推進議員連盟」「医療系議員団新型コロナ対策本部」「日本在宅ケアアライアンス」「在宅医療

政治連盟」の 4 者による共同記者会見を行いました。 

コロナ陽性者が入院できずに在宅や施設で療養せざるを得ない状況が増加するなかで、医療従事者に

対する安心安全な環境整備と医療提供に係る診療報酬の加算や事業所支援を求める提言を行いました。 

2021 年 4月 27日 

『在宅医療推進議員連盟(会長 田村憲久厚労大臣)』総会の開催 

提言内容の賛同を諮る「提言書」の原案作成を弊連盟が全面的に担当し、推進議連を通じて、事前に厚

生労働省保険局医療課との協議を行ったのちに、総会を開催しました。 

主な厚労省との折衝内容についてご紹介します。 

①在宅療養支援診療所の「直近 1ヵ月の在宅患者割合 95%未満」制限に対する臨時的措置

②新型コロナワクチンなどの予防接種の「混合診療」の取り扱い除外の再確認

③本人以外がコロナ感染者の際にも「トリアージ加算＋緊急往診加算」が算定できる要望

①の「在宅患者割合 95％未満の制限」については、次の事務通知を根拠として実績に関する施設基準等

の臨時的措置(緩和策)で取り扱うと厚労省から回答がありました。 

(事務連絡 令和 3 年 3月 26 日) 

「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて(その 39)」 

(事務連絡 令和 3年 4月 6 日事務連絡) 

「新型コロナウィルス感染症にかかる診療報酬上の臨時的な取り扱いについて(その 40)」 

(事務連絡 令和 3 年 4月 21 日) 

「新型コロナウイルス感染症患者等を受け入れた保険医療機関等における施設基準等の 

  臨時的な取扱いについて」(再周知) 

②についてインフルエンザワクチンなども含めて、次の通知を根拠に「混合診療と取り扱かわないこ
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と」が厚労省保険局医療課から示されました。保医 0323 第 1号 令和 2年 3月 23日

https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000610155.pdf 

本件については、全国の厚生局での指導内容に不整合があるため、推進議員連盟の「提言書」におい

て、厚労省各所へ本内容の指導徹底を求めることを盛り込みました。 

③については、在宅医療政治連盟の働き掛けで 2月の事務連絡で成立した『新型コロナウィルス患者の

往診時の「院内トリアージ加算」＋「緊急往診加算」』について、新たに『同居家族/施設入居者がコロ

ナ感染者である場合の往診についても同様の加算』を求めました。こちらについては保険局医療課で

「院内トリアージ加算」の算定を認めるに留まりました。 

政治要望の活動成果として 

＝ 4月の保険局事務連絡 ＝ 

利用者が感染の懸念から訪問を拒否するような場合においては、訪問診療と電話等再診を組み合わせた 

医療提供をすることで、前月に「月 2回以上訪問診療を行っている場合の医学総合管理料」を 

算定していた患者を対象に 1ヶ月に限り訪問診療 1 回と電話等再診の場合も「月 2回以上の場合の 

医学総合管理料」を算定可とする取り扱い。 

＝ 2月 26日保険局事務連絡 ＝ 

新型コロナ感染者への往診時に「緊急往診加算」の算定を可能とする。また、在宅酸素を使用した際の 

指導管理料や酸素ボンベ加算、酸素濃縮装置加算、液化酸素装置加算、呼吸同調式デマンドバルブ加算 

又は在宅酸素療法材料加算の算定を可能とする。 

などが実現しました。 







〜会員から寄せられた日頃の取り組み事例〜 

《患者向けパンフレットの作成》 

療養の希望/在宅でできることできないこと/緊急時対応などを説明し同意を得ておく 

《マニュアル整備》 

クレーマーマニュアルの作成

《危険な人物の予測》 

初回訪問前に出来るだけ多くの情報を集める、亡くなるはずがないと強く信じている介護者について警

戒する、相手によって態度が違う人について情報共有し注意する 

《傾聴》 

患者さんの意見を聞く、断言した言い方をせず傾聴する、説明や時間調整が不十分だったか振り返る 

《クレーム対応》 

毅然とした姿勢を示す、患者と家族を「様」で呼ばず「さん」で統一しフェアな関係を意識づける 

《情報共有による解決》 

被害は必ず報告する、クリニック内の会議で情報共有し対応方法を相談する、関係先の事業所と常に情報

共有を徹底する、担当者会議を行う、単独で折衝をしない 

《危険回避》 

危険を感じる場所には行かない、担当交代、男性スタッフで対応、1 人では患者宅に入らない(複数人で

訪問)、初診は往診を行わない 、努力しても信頼関係が築けない時は診療を断る、断る場合は弁護士を介

す 

《防犯対策》 

警備会社の緊急呼び出しボタンの携行、ウェアラブルカメラの装着、防犯ブザーの携帯 

《警察・役所と連携》 

警察に相談する、近くの交番と連携している、事前に面会時間などを警察へ連絡している、役所の担当者

と連絡をとる 

《法的手段、証拠を残す》 

法的措置も検討する、証拠を保全する(レコーダーで録音/携帯電話で撮影) 



《護身》 

護身術の学習、撃退スプレーを持たせている 、往診カバンを体の前に置いて守れるようにしている、ド

アを開けて避難路を確保しドアに近いほうに居る、1 人で行く場合は背中を見せないようにする、自身の

安否確認のため途中で電話をスタッフから入れてもらう、警備会社に危険回避講習を行ってもらう、相手

を制するときに過剰防衛とならないように法律を勉強する 

〜会員から寄せられた国等への要望/意見〜 

《応召義務の見直し》  

診療拒否や途中終了・途中退室が違反にならないように見直しをしてほしい 

『応召義務(医師法 19 条)』(要旨)医師には“正当な理由なくして、診療を断ることができない” 

令和元年 12 月厚労省通知にて「応召義務」の解釈の一部が緩和され、正当な理由には”診療の基盤となる信頼関係が喪失

している場合には診療拒否ができる“旨の通知がされている。 

《法整備など》 

在宅医療における安全確保のためのガイドライン作成 

ハラスメントへの正当な対応ができる法整備

猟銃等の所有許可の厳格化 

《相談/対応機関の設置》 

行政で医療・生活相談ができる窓口を設けて欲しい 

地域包括支援センターだけでは不十分なため専門の行政機関を作って欲しい 

話し合いに同席してくれる第三者の派遣の仕組み、弁護士会への相談を容易にして欲しい 

根本にあるのは孤独や孤立であり警察/消防/弁護士等も含む地域で解決できる仕組みを作る 

《警察との連携強化》 

警察の協力の強化(警察官の駆けつけ/同行など)、危険が推測される段階で警察に介入して欲しい 

《精神疾患対策》 

精神科医が関わる仕組みを考えて欲しい、精神疾患対策は人権尊重のみでは難しい 

安全確保が困難なケースでは代替となる施設医療も整備すること 

《広報/啓発活動》 

恫喝や脅迫・粗暴・悪質な嫌がらせ行為は犯罪であることを広報して欲しい 



努力しても信頼関係が築けない患者には医療機関が診療拒否できることの広報、 

老いや死を受け入れる心構えの教育を行う 

医療保険制度や介護保険制度について国民として学習する機会を作る 

《財政的支援》 

安全確保のために複数で訪問することを診療報酬で対応してほしい 

安全確保のための備品購入や防犯費用・研修費の助成など 

《補償制度》 

暴力を受けた医療者等の被害者への補償、弁護士費用などの補償制度 



(一社)全国在宅療養支援医協会 

〜在宅医療の安全確保に関する調査報告書〜 

調査の背景・目的 

2022 年 1 月に埼玉県ふじみ野市において訪問診療医が患者遺族に殺害される事件が発生した。 

在宅医療は患者が住み慣れた地域で療養生活を送るために必要不可欠な医療であるが、本事件を機

に在宅医療の安全性を確保するための検討が必要と考える。 

そこで、在宅医療における理不尽と感じる要求やトラブル、身の危険を感じた経験などについて、

訪問診療医に対して実態調査を行った。今後の在宅医療の安全確保に役立てることを目的に調査 

報告書を作成した。 

調査対象 

在宅医療に従事する医師等 : (一社)全国在宅療養支援医協会 会員、 在宅医療政治連盟 会員、 

上記の団体の会員のうち、メール連絡を許諾している会員を対象 

在支協会員 775 人  政治連盟会員 195 人 

調査方法 

インターネット調査：Web サイトのアンケートフォームに入力

→全 7 問 (頻度に関して)選択式 2 問、  (具体例について)フリー記述式 5 問、 

集計 フリー記述は複数内容の記載可能とし、事務局で内容を分類して再集計 

【資料3】
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調査期間 

調査期間：2022 年 2 月 2 日～2022 年 2 月 28 日 

調査結果の回収状況 

回収数：150 件、回答率：15.4％  (内訳 在支協 80 件 10.3%、政治連盟 70 件 35.8%) 

調査方法 

インターネット調査：

会員へメールで案内し、アンケート調査用の Web サイトから所定のアンケートフォームに入力

して送信する方法とした。 

設問に対する回答方法 : 

(頻度)  「選択肢」から 1 つを選択 

(具体例)「記入欄」へ自由記述 ※記載内容は回収後に事務局で分類し、集計を実施 
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在宅療養支援医協会
【緊急調査】　在宅医療の安全確保に関するアンケート　（回答数　150名）

Q1　理不尽な要求やクレームからのトラブルについて（1つ選択）

Q1に対する具体例をご記載ください。　カテゴリー別回答数：96件

36%

21%

24%

19%

毎年ある

数年に一回程度

ごく稀に

なし

28名

36名

55名

31名

24%

21%

21%

19%

15%

《医療処置や処方・入院先について》

《嫌がらせ行為/威嚇/恐喝》

《訪問診療/往診について》

《病気や老化の受容について》

《医療費/書類発行について》

23件

15件

18件

20件20件
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在宅療養支援医協会

Q2　身の危険を感じるような経験について（一つ選択）

Q2に対する具体例をご記載ください。　カテゴリー別回答数：57件

7名

18名

34名

91名

5%
12%

23%
60% 毎年ある

数年に一回程度

ごく稀に

なし

30%

21%18%

16%

9%
3%

3%

《乱暴な言葉/怒鳴る/暴言》

《精神疾患の患者/家族》

《ハサミ・刃物による脅し、暴力行為》

《暴力や物を投げつけるなどの行為》

《長時間患者宅に軟禁》

《脅迫の電話》

17件

12件10件

9件

5件

2件 2件
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調査結果の要旨 

『Q1 理不尽な要求やクレーム』について、訪問診療医の 57%が「毎年または数年に 1 回以上」は

経験していた。具体例 96 件のうち一番多かったのは「病気・状態に対する理解や治療方針」に関す

るもので 43%を占めた。次に「在宅医療の訪問実施に関すること」「健康保険/医療制度について」

の内容が 36%を占めた。 

『Q2 身の危険を感じるような経験』について「毎年または数年に一回以上」が合わせて 17%、「ご

く稀に」を加えると、合計 40%の訪問診療医が危険な状況に遭遇していた。 

具体例 57 件のうち、恐怖を感じる「脅し・暴言」が 30%と多かった。「精神疾患関連(21%)」と

「ハサミや刃物による脅し・危険行為(18％)」の合計 39%の多くは刃物が使用されていた。「暴力 

行為(16%)」「長時間患者宅に軟禁(9%)」のほか、脅迫電話や宗教団体・右翼団体を背景とした脅し、

などがあった。 

『Q3 身の危険が予測された時に考えたこと』の具体例は 62 件あった。心理状態として「恐怖」 

「あきらめ・困惑」、具体的な行動として「避難・回避」「傾聴」「法的手段・証拠保存」「警察を頼

る」、事後の対応として「1 人で解決しようとしない」があった。 

『Q4 実際に行なっている予防対策』の回答者 90 人の内容は、「パンフレットによる説明」「マニュ

アル整備」「傾聴」「情報収集と共有」「警察等との連携」「複数人数での訪問」「緊急呼び出しボタン・

撃退スプレーの携行」「護身術の研修」などがあった。 

『Q5 国等への要望』の回答者 73 名の内容は、「応召義務の見直しを含む法律の整備」「安全ガイ

ドラインの策定」「ハラスメント法整備」「地域包括支援センターの相談機能強化」「専門の行政機関

【資料3】

5



の設置」「警察の協力強化・予防介入」「弁護士会相談窓口」「精神疾患患者に関する対策」「市民向け

広報/啓発活動」「複数訪問の診療報酬対応」「防犯費用・研修費の助成」「被害保障制度」などが上が

った。 

考察 

在宅医療の対象患者は、改善が困難な疾患や高齢者特有の身体面・認知面の衰え(フレイル)を抱え

ていることが多い。そして、独居世帯や高齢者のみ世帯に加えて介護を抱える生活状況から地域で

孤立しているケースも多く見受けられる。また、経済面や精神面で課題がある患者と家族等も多い。

そのような環境下においても、在宅医療の現場はケアを提供する側も、提供される側も、相互信頼

のもとに医療が提供されている。 

『Q1 理不尽な要求やクレームからのトラブル』について、経験のある訪問診療医は 81%と多く、

在宅医療の特性から対応に苦慮するトラブルが発生しやすいことが想像できる。具体例の分類ごと

に記載してみる。 

《医療処置や処方・入院先について》と《病気や老化の受容について》 は、全体の 43%を占める。

病気と状態に対する理解を深め、治療方針について患者・家族等と医療者のあいだで合意形成を進

めることが重要である。今後は 2022 年度診療報酬改定で在宅療養支援診療所/病院の届出要件に追

加された「意思決定支援に関する指針の策定」が役立つと考える。(※資料 2 (一社)全国在宅療養支援医協

会作成 モデル指針) 

《訪問診療/往診について》と《医療費/書類発行について》のトラブルも合計 36%と高く、在宅医

療の訪問実施に関することや健康保険/医療制度について、本調査での取り組み事例にある「パンフ
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レット」などを用いた説明を行い、事前に同意を得ることで信頼関係の証左とするなどの対応が考

えられる。 

臨床倫理で A.R.jonsen らが提唱する“医学的な最善”と“患者の最善”を擦り合わせるための「4 つの

領域(※資料 3)」を参考とされたい。その際にも、Q2 実際に身の危険を感じるような患者・家族等か

らの加害行為も含めて、その背景には ①精神障害(パーソナリティ) ②地域性 ③医師の対応/

説明力 の影響も検討する必要がある。 

『Q2 身の危険を感じるような経験』について、「なし」の回答が 60%と過半数を上回った。一方で、

訪問診療医の残りの 40%は危険な状況に遭遇している。地域性や診療科目など医療機関のさまざま

な特性によって、トラブルを起こし易い患者と家族等が発生しやすい、または偏在・集積する可能

性も考慮する必要がある。 

具体例においては、「乱暴な言葉/怒鳴る/暴言」が 30％にのぼり、「殺すぞ」などの命を脅かす発言

内容も多い。さらに「刃物による脅しや暴力行為」は極めて危険度が高いうえに「精神疾患の患者」

による刃物の事案も含めると「言葉による暴力」以上の高い割合で発生している。「暴力や物を投げ

つける」などの行為は、認知症が背景にあるケースもある。それゆえに精神疾患や認知症患者にお

いては、これらの行為に対して抗議や法的責任を求めることが難しくなっている。 

「長時間患者宅に軟禁」や「脅迫の電話」「宗教団体・右翼団体とのつながりを背景に脅す」などは、

物理的・精神的に苦痛や恐怖を与える行為と考える。身体に危害が及ばない場合も、これらのカス

タマーハラスメントによって職員が精神的苦痛で退職したり、メンタル不調を招来するなどの看過
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できない被害が発生する。どのような職業においても、安全と安心が担保される環境整備が望まれ

る。 

おわりに 

本アンケート調査で訪問診療医から寄せられた「取り組み事例」と「国等への要望」の主な内容に

ついて、“資料 3“に記載した。 

今後も 2050 年代半ばまで後期高齢者人口は増加し、生産人口は現在の 7 割以下まで減少すると

予想される。そのような近未来を支えるためにも、在宅医療は極めて重要な医療分野である。そし

て、在宅医療のみならず、訪問看護・介護も含めたサービスの安定供給が重要であり、そのために必

要な従事者を確保し続ける必要がある。これからも、患者と家族等の最善を保ちつつ、医療従事者

の安全確保を図るためのさまざまな取り組みも整備していくことが望まれる。 

文責 

(一社)在宅療養支援医協会 

事務局次長 島田潔 
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一般社団法人 全国在宅療養支援医協会 作成 

日本在宅ケアアライアンス 監修 

モデル指針2022

適切な意思決定支援の指針 

１.目的

本人の意思を確認し、その人が「大事にしてきたこと、大切にしたいこと」※解説版（2022）４参照を重視した医

療を提供し、希望する生活を可能な限り支えるため、生きる力を引き出し、最期まで本人らしい人生を支えるこ

とを目的とします。 

２.意思決定支援に求められる理念

①疾患や障がいの軌跡を踏まえ、さまざまな状態に応じた支援とそれらの移行期の支援について、外来・入院・

在宅医療を通じて対応します。 

②病状の変化に迅速に対応しつつ、複雑な病状と障害、からだやこころの辛さへの総合的な医療・ケアを提供し

ます。 

③医療、ケアと生活支援の統合的アプローチを行い、身体・心理・社会的問題への包括的アプローチを行います。

④利用者（本人と家族等）主体のチームアプローチ（IPW）を推進します。

⑤利用者（本人と家族等）のこれまでの生き方を踏まえ、これからの生き方を支えます。

3．在宅療養に即した意思決定支援の留意点 

できるだけ慣れ親しんだ人や環境に配慮して意思決定支援を行います。※解説版（2022）５参照 医療・ケアの希

望の合意内容は、その背景や理由に加え、人生観や価値観(大事にしてきたこと、大切にしたいこと)に関する情

報も含めて、診療録に記録します。必要に応じ、また救急搬送されるような場合に備えて、内容が確認できるよ

うに家族等と共有します。 

(1)意思決定支援の前提

①日常の診療の中でコミュニケーションを図り、意思決定の前提となる様々な情報を収集します。※解説版（2022）

２・３参照 

②医師と本人の信頼関係を構築するために、日常から誠意ある診療を行います。

③アドバンストケアプラニング(人生会議)の基本通り、本人を主体に、そのご家族や近しい人、医療・ケアチー

ムで繰り返し話し合いを行うプロセスを尊重します。

(2)意思決定支援に際して

①意思形成の為に必要かつ十分な情報提供を行い、本人の大事にしてきたこと、大切と思うことを理解したうえ

で、本人の決定を優先した医療を提供します。 

②本人のこれまでの人生に敬意を払い、相互の信頼を得るための努力を怠りません。

③本人が考えたくない、話したくないということも含めて、本人の意思を尊重します。

④病状の変化に迅速に対応するために、病状変化に応じた適切な医療とケアを提供します。

⑤暮らしのニーズの変化をアセスメントし、継続的な共同意思決定※ を行います。※解説版（2022）1参照

(3)人生の最終段階において

①話し合いに基づく本人による意思決定を実現するため、多職種で協働しながら人生の最終段階における医療を

提供します。 

②人生の最終段階における医療行為の選択、医療内容の変更、医療行為の中止等は、本人の大事にしてきたこと、

大切と思うことを尊重しつつ、多職種の専門性を有した医療従事者から構成される医療・ケアチームにより、医
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学的妥当性を基に慎重に判断します。 

③医療・ケアチームにより、可能な限り苦痛や不安、その他不快な症状を十分に緩和し、本人ならびに家族等の

精神的・社会的な援助も含めた総合的な医療及びケアを行います。 

４．本人の意思決定支援をした上での本人の意思確認 

本人の意思決定能力は個々により違いがあります。私たちが支援することで、その能力を高めることが可能な場

合もあります。意思決定能力に疑いがあっても、私たちがまず可能な意思決定支援をします。※解説版（2022）５

参照 

(A) 本人の意思の確認ができる場合

①専門的な医学的検討を踏まえ、説明と同意（インフォームドコンセント）に基づく患者の意思決定を基本とし、

専門職種で構成される医療・ケアチームとして意思決定支援を行います。 

②治療方針の決定に際し、患者と医療・ケアチームが十分な話し合いを行い、患者が意思決定を行います。

③時間の経過、病状の変化、医学的評価の変更に応じて、また患者の意思が変化するものであることに留意して、

その都度説明して本人の意思の再確認を行います。 

④このプロセスは、患者の意向を汲み、家族等にも情報を共有します。

(B) 本人の意思の確認ができない場合

①家族等が本人の意思を推定できる場合には、その推定意思を尊重し、本人にとっての最善の治療方針をとるこ

とを基本とします。 

※なお、本人が意思を伝えられない状況になった場合に備えて、特定の家族等を自らの意思を推定するものとし

て、あらかじめ確認しておくことは望ましい。 

②家族等が本人の意思を推定できない場合には、本人にとって何が最善であるかについて家族等と十分に話し合

い、本人にとっての最善の治療方針をとることを基本とします。 

③家族等がいない場合及び家族等が判断を医療・ケアチームに委ねる場合には、医学的妥当性に基づき、本人に

とっての最善の治療方針をとることを基本とします。 

(C) 複数の専門家からなる「話し合いの場」の設置

治療方針の決定に際し、下記の場合には複数の専門家からなる「話し合いの場」を別途設置します。専門家は医

療・ケアチーム以外の者を加え、示された検討結果及び助言に従って療養の方向性を決定します。 

①医療・ケアチームの中で、本人の病態等により医療・ケア内容の決定が困難な場合

②本人・家族等との話し合いの中で、妥当な医療・ケア内容の合意が得られない場合

③家族等の中で意見がまとまらない場合や、医療従事者との話し合いで、妥当な医療・ケア内容の合意が得られ

ない場合 

５．まとめ 

意思決定支援においては、正解は無く、各人の多様な意思を尊重しながら支援していくことに留意しなければな

りません。 

医療従事者の価値観を押し付けることはせず、本人の意思を尊重しながら、対等な立場で共同して意思決定を合

成し、誰しもが迎える「死」を少しでも納得できるものに近づけるよう、努めます。 
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